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戦略実現に資する組織ケイパビリティ確保・強化を通じた生産性向上
～Work Redesign～
労働力不足・組織ケイパビリティ不足への懸念
労働力不足が深刻化する中、事業収益力の強化・事業ポートフォリオの変革などを掲げる
顧客において、組織のケイパビリティ不足にかかる課題を有しているケースが増えています

事業・ビジネス部門
事業収益力の強化・事業ポートフォリオの変革・サステナビリティの推進

コーポレート部門
コーポレート機能の強化

既存機能

業務
機能

人的
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労働
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既存領域・事業
（収益の基盤となる領域・M&A）

成長/新規領域・事業
（成長が期待される領域）

貢献
不足

人員数の増加・人材の囲い込み 人員数・能力の不足人員の増加

エンゲージメント低下・Tech活用不足 インセンティブ不足・Tech活用不足定型業務多い・成長実感不足

業務量増加・顧客ニーズ変化 プロセス曖昧・支援機能不足守り中心・攻め機能不足

Work Redesignの必要性（Work/Workforce/Workplace）
人的資本に一定の制約がある中、財務的成果・労働生産性などを高めるためには、業務・機
能の再設計や人的資本・業務環境の変革など、組織ケイパビリティの確保・強化を企図するこ
とが肝要です
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【Change Management】変革の推進

【Ambition】戦略・ビジネスゴール

【Work】業務・機能の再設計

人的資本
（一定の制約）

財務的成果

労働生産性

従業員
エンゲージメント

【Workplace】労働環境の変革

【Technology】変革の基盤整備

再投資

成果創出

【Workforce】人的資本の確保・変革

リソース
シフト
不足



Member of
Deloitte Touche Tohmatsu Limited

© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

労働環境

Work Redesignの支援領域
組織ケイパビリティ確保・強化に向けて、大きく2つの支援領域「成長/新規領域・事業」と、
「既存領域・事業」を支援しています

Work Redesignのアプローチ
主なアプローチとしては、支援対象・範囲や問題意識の高い観点に着目しつつ、その前後の検討
の抜け漏れをなくしながら、改革を進めていきます

人的資本

業務プロセス
（テクノロジー活用）

機能・役割

生産性 【生産性】

【仕事】
生産性指標の測定/改善

業務プロセスの
遂行・改善

モニタリング機能・役割の
（再）設計

現状分析・生産性指標の設定・分析（目標値の設定）

施策の立案

問題・原因分析

テクノロジー検討

あるべき
業務プロセスの
（再）設計

支援施策
の立案

各種施策の実行・
人材セグメント毎の管理

実行計画策定
PoCの実施

テクノロジーの
選定・導入

テクノロジーの
仮選定

【人的資本】 求める人材像（人材セグメント）
人材ポートフォリオ・人材要件定義

【労働環境】

ヒトテクノロジー

高度化・付加価値向上

効率化

ヒトとテクノロジーの協働促進

ヒトで担うべき業務へのリソースシフト

生産性目標・KPI設定・運用

テクノロジーを活用した業務改革

人的資本・労働環境の変革

機能・役割の設計

付加価値業務のプロセス設計

成長/新規領域・事業
既存領域・事業

成長/新規領域・事業

既存領域・事業
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